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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、企業の経営環境が大きく変化し、従来型の経営手法ではグローバル化した環境変化には対応できない中で継続的に企業価値を高めて
いくためには、コーポレート・ガバナンスが重要な経営課題であり、また、企業活動を牽制する仕組みであると認識しております。このような中で、
当社は社長、取締役、監査役を中心とする相互監視並びに社外取締役・社外監査役の選任によって、経営の透明性、法令順守、説明責任を確保
しております。また、経営の中立性・客観性及び一般株主の保護の強化を目的とし、社外役員の中より一名を独立役員として選任しております。こ
れらにより当社は経営組織の改革に対して継続的に取り組み、コーポレート・ガバナンスの強化を進めて参ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

補充原則2-5-1【経営陣から独立した窓口の設置及び情報提供者の秘匿と不利益取扱の禁止に関する規律整備】

当社では、内部通報窓口は総務部となっております。コンプライアンス違反に関する内部通報が発生した場合は、コンプライアンス担当部門は社
外監査役を含む監査役と情報を共有の上、内部監査室と連携し実態調査し、重大な事案と判断される場合は、状況に応じてコンプライアンス委員
会を招聘し、善後策及び再発防止策を講じるとともに取締役会に報告する体制となっております。また、法令または定款上疑義のある行為等につ
いて使用人が告発しても、当該使用人に不利益な扱いを行わない旨等を規定する「内部通報に関する規程」を制定しております。

原則4-11【取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社取締役会は、当社の取締役・監査役・経営陣候補者として、実効的なコーポレートガバナンスを実現し、経営理念とステイトメント（ミッション）
の実現と、業績の長期安定成長や中長期的な企業価値の向上を実現させるために相応しい、豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する人
物の指名や選任に努めています。また、取締役会は、役員人事の決定における公平性・透明性を徹底するため、社外役員が参加する「人事・報酬
検討会」にて、当社の経営陣と社外役員に相応しい人物の要件について、議論と取締役会への意見具申を行っております。

現在の取締役会は、経歴、実績、知識、経験、能力等のバランスを総合的に勘案の上指名、選任された社外取締役３名を含む取締役５名（全員
男性）で構成されております。多様性の観点から、今後女性の取締役の指名、選任については検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

原則1-4【政策保有株式】

当社は、実効的なコーポレートガバナンスを実現し、業績の長期安定成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、コア事業の遂行に必要と
なる商品や営業情報を入手するための取引先について、適切な範囲で他の上場会社株式を保有し一定の影響力を確保することがあります。その
場合、保有適否の精査・検証については、全銘柄につき、当社の財務部門が毎年定期的に、取引主管部署（会社）に対して、当社の株式取得目
的と現在の取引金額及び内容等の取引状況等を確認し、当該株式の保有適否の判断資料を作成し取締役会に上程しております。取締役会にお
いては、上程資料を元に、各政策保有株式について、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資すること、及び保有に伴う便益やリ
スクが資本コストに見合っているかを検証の上、当初の株式取得目的に合致しなくなった株式は、売却等により縮減を図っております。なお、保有
上場株式の議決権の行使については、当社業績の長期安定成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであるか否か、並びに投資先の株
主共同の利益に資するものであるか否かなどを総合的に判断し、適切に行使していきます。なお、当該上場会社の業績の長期低迷、重大な不祥
事、その他株主価値を毀損するおそれがある事象が存在する場合は、慎重に議決権を行使してまいります。

原則1-7【関連当事者間の取引】

当社では、取締役及び取締役が実質的に支配する法人との競業取引及び利益相反取引を行う場合は、財務、会計、税務、法務などの専門的見
地からの審査を経たうえで、取締役会にて決議しており、当該取引の条件等に関しては招集通知並びに有価証券報告書等で開示しています。ま
た、関連当事者との取引に関しても取締役会の決議を要する事項としており、その内容については、毎年定期的に役員各々に確認し、さらに独立
役員と内部監査室が連携して、関連当事者の取引の有無とその内容を定期的に監査するとともに、その結果を取締役会に報告しています。

原則2-6【企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社グループでは、企業年金基金に対して、会社からは企業年金の運用に適切な資質をもった人材を選出しています。企業年金の運用に関し
て、受益者の利益の最大化及び利益相反取引の適切な管理を目的に、投資検討会を開催の上、代議員会で決定しています。その他、運用コンサ
ルタントと連携し、適切な運用を図るとともに、企業年金の運用に携わる人材の専門性を高めています。

原則3-1【情報開示の充実】

(i)当社グループは、純粋持株会社であるゼビオホールディングス株式会社のもと、グループ共通の経営理念として、『公正な競争原理のもと、良質
な人材、資金、組織を作り「お客様第一主義」にもとづいた事業活動を通じて、社会貢献を果たしていくこと』を掲げております。当社グループは、
『こころを動かすスポーツ』というキャッチフレーズとともに、単なる小売り・サービスの提供に留まらず、事業を通じてスポーツが持つ心の響く豊か
な感情や感動をお客様と共有することで、地域活性化や社会を明るく元気にすることをグループのステイトメント（ミッション）として掲げて、国内外
で事業運営を行っております。事業内容としては、スポーツ用品小売り事業をコア事業としつつ、「スポーツコングロマリット構想」の実現にむけて、
健康や育成支援などの関連する周辺事業を運営しています。

また当社では、中長期的な経営目標の達成を着実に実行していくために、透明性、公正性が確保され、かつ迅速・果断な意思決定を行うためのガ
バナンス構造が必要不可欠であるとの判断し、2015年10月1日付けで純粋持株会社化に移行しました。従来の成功体験に固執せず、常に新たな
事業の可能性や課題を迅速に発見し、緊張感を持ってグループ運営を推進するために、新たなグループ運営体制とコーポレートガバナンス体制
に変更しました。

なお、2017年度～2019年度の中期経営計画の概要につきましては、当社コーポレートウェブサイト内下記アドレスにおいて開示しておりますが、外



部環境の変化やそれに伴う経営戦略の変更やグループ事業環境への取組みを踏まえ、本中期経営計画で掲げた目標の達成年度の見直しを進
めております。

　http://www.xebio.co.jp/wp-content/uploads/8300c258322ebb7d54c244cefd98e32d.pdf

(ii)当社は、企業の経営環境が大きく変化し、従来型の経営手法ではグローバル化した環境変化には対応できない中で継続的に企業価値を高め
ていくためには、コーポレート・ガバナンスが重要な経営課題であり、また、企業活動を牽制する仕組みであると認識しております。このような中
で、当社は社長、取締役、監査役を中心とする相互監視ならびに社外取締役、社外監査役の選任によって、経営の透明性、法令遵守、説明責任
を確保しております。また、経営の中立性・客観性の確保及び一般株主の保護の強化を目的とし、社外役員の中より一名を独立役員として届出て
おります。これらにより当社は経営組織の改革に対して継続的に取り組み、コーポレート・ガバナンスの強化を進めて参ります。

(iii)当社における役員・経営陣に対する報酬は、中期経営計画の達成や経営理念やグループステイトメント（ミッション）の実現に向けた動機付け、
及び優秀な人材の確保に配慮した体系とすることを目的として、固定報酬（基本報酬）と変動報酬（賞与）に加えストックオプションによって構成す
ること基本としています。取締役会は、業績連動報酬の割合や、現金報酬とストックオプションとの割合については、職責や社内社外の別に応じ
て、より健全かつ効果的なインセンティブの設定とするために、外部専門機関の調査データなどを活用しながら、人事・報酬検討会に諮問し、その
答申を参考に運営しています。　なお、社外取締役を除く個別の取締役の報酬の決定についても、代表取締役が人事・報酬検討会へ諮問し、同検
討会での検討結果の答申を受けた上で、取締役会で決定しています。

(iv)取締役会は、当社の取締役・監査役・経営陣候補者として、実効的なコーポレートガバナンスを実現し、経営理念とステイトメント（ミッション）の
実現と、業績の長期安定成長や中長期的な企業価値の向上の実現させるために相応しい、豊富な経験、高い見識、高度な専門性を有する人物
の指名や選任に努めています。また、取締役会は、役員人事の決定における公正性・透明性を徹底するため、ガバナンス委員会に当社の経営陣
と社外役員に相応しい人物の要件と選任について諮問し、同委員会での検討結果の答申を受けて決定しています。また、上記指名、選任の根拠
とした資質に疑義が認められるなど取締役、監査役または経営陣幹部を解任すべき事情が生じた場合には、取締役会で取締役、監査役に関して
はその解任案を、経営陣幹部に関してはその解任をそれぞれ決定いたします。なお、取締役、監査役の解任は会社法等の規定に従って行いま
す。

(v)取締役・監査役の各候補者および経歴、並びに社外取締役・監査役の指名理由について、株主総会参考書類に記載しています。

http://www.xebio.co.jp/ja/ir/general-meeting.html

　　　　

補充原則4-1-1【取締役会の役割・責務】

当社取締役会は、取締役会規程において自己の決議事項を定めることにより、決議事項に該当しない範囲の事項の決定などを、グループ経営会
議、中核会社の経営会議、及び経営陣に委任するものであることを明確にしています。取締役会規程における決議事項は、純粋持ち株会社として
グループの経営の基本方針の決定や中期経営計画の決定、年度事業予算の承認、その他重要事項の決定であり、グループ経営会議等に委任
する範囲については各種基準を制定しております。

原則4-9【独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

取締役会は、社外役員の独立性に関する考え方として、以下の様な社外役員の独立性基準を定め、株主総会招集通知や有価証券報告書、及び
コーポレートガバナンスに関する報告書などに開示しています。

＜社外役員の独立性に関する基準＞

当社の社外取締役または社外監査役が独立性を有するという場合には、会社法の社外要件を満たすほか、以下のいずれにも該当してはならな
い。

(1)当社を主要な取引先とする者またはその業務執行者

(2)当社の主要な取引先またはその業務執行者

(3)当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家（当該財産を得ている者が法人、
組合等の団体である場合は、当該団体に帰属する者をいう。）

(4)最近1年間において、(１)から(3)までのいずれかに該当していた者

(5)次の1から3までのいずれかに掲げるもの（重要でないもの）の二親等以内の親族

　1.(1)から(4)までに掲げる者

　2.当社の子会社の業務執行者（社外監査役の場合にあっては、業務執行者でない取締役を含む）

　3.最近1年間において、2または当社の業務執行者（社外監査役の場合にあっては、業務執行者でない取締役を含む）に該当していたもの

（注）

1.「当社を主要な取引先とする者」とは、直近事業年度における年間連結売上高の2％または1億円のいずれか高い方の額以上の支払いを、当社
または当社の子会社から受けた者をいう。

2.「当社の主要な取引先」とは、直近事業年度における年間連結売上高の2％または1億円いずれか高い方の額以上の支払いを、当社または当社
の子会社に対して行ったものをいう。

3.「当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ている」とは、直近事業年度における当社の役員報酬以外に、その者の売上高または
総収入金額の2％または1,000万円のいずれか高い方の額以上の金銭または財産を当社または当社の子会社からから得ていることをいう。

補充原則4-11-1【取締役会の構成】

取締役会は、業績の長期安定成長と中長期的な企業価値の向上、及び当社の経営理念やグループステイトメント実現のために必要な経験・見
識・専門性を考慮して、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性を確保するため、企業経営者、有識者などを、 独立社外取締

役２名以上選定する。

補充原則4-11-2【社外役員の兼任状況】

当社は、事業報告等において重要な兼職の状況を開示しております。

http://www.xebio.co.jp/ja/ir/general-meeting.html

補充原則4-11-3【取締役会の評価開示】

当社では全取締役、全監査役によるアンケートを行いその結果を踏まえて取締役会にてその実効性につき分析や評価を行っております。2019年3
月期における実効性評価につきましては2019年5月実施のアンケート結果に基づき2019年6月定例取締役会にて検討を行いました。その結果、知
見経験豊富な社外取締役が過半を占める当社の取締役会は、十分な多様性と自由闊達な議論の土壌を有し、効率的な審議・決裁および重要な
業務執行の監督についての役割と責務を果たしていると評価致しました。今後は更なる実効性向上に向け、資料配付の時期や精度などを更に充
実させるとともに、適切な基準に基づき決議事項・報告事項を選定、議案内容に応じて審議時間を通常以上に確保する等、取締役会がより効果
的に機能するべく努めてまいります。

補充原則4-14-2【取締役・監査役のトレーニング】



当社は、社外役員に対してはその就任に際して、当社グループの事業・財務・組織を含めた概況に関する情報の提供を行ない、グループ各社の
店舗視察など、当社グループについての理解を深めるための施策を実施しています。

また、社外役員・社内役員に対しては、就任後も取締役および監査役がその役割・責務を適切に果たしていくうえで必要な知識・情報を取得・更新
することができるよう、セミナー・勉強会などの機会を提供するとともに社外講習への参加なども積極的に支援します。

原則5-1【株主との建設的な対話に関する方針】

(i)株主および投資家等等との対話は、グループ財務担当執行役員を責任者とし対応しております。業績の長期安定成長と中長期的な企業価値
向上に資する建設的な対話を目的とする株主からの面談の申し込みに対しては、その面談の目的により、必要に応じて経営陣または幹部が対応
します。

(ii)株主および投資家等との対話を補助する為、グループ財務担当執行役員は、業務受託したグループ会社のグループ会計本部を統括し、また同
グループ会計部は定期的なミーティングを含めたグループ内関係各部署との連携を密に行っております。

(iii)個別面談以外の対話の場として、半期毎に当社主催の決算説明会の開催、四半期毎に証券会社主催の投資家向け説明会へ参加しておりま
す。

(iv)ＩＲ活動を通じて収集した有用な意見、要望について、経営会議や取締役会にフィードバックし、企業価値の向上に役立てます。

(v)当社は、決算情報の漏洩を防ぎ公平性を確保するため、各四半期の決算期日の翌日から決算発表日までを沈黙期間とさせていただいており
ます。この期間は、決算に関連するコメント、ご質問に関する回答は差し控えさせていただきます。ただし、すでに公表されている情報に関する問
い合わせについては、この限りではありません。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

有限会社サンビック 8,252,605 18.67

公益財団法人諸橋近代美術館 4,500,000 10.18

有限会社ティー・ティー・シー 4,121,466 9.32

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 2,404,800 5.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2,154,300 4.87

諸橋 輝子 1,392,364 3.15

諸橋　友良 1,173,450 2.65

諸橋　寛子 900,897 2.04

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 884,902 2.00

THE　BANK　OF　NEW　YORK　133972 875,000 1.98

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針



―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 8 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

谷代　正毅 他の会社の出身者

石綿　学 弁護士

太田　道彦 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

谷代　正毅 ○ ―――

銀行での職務経験、海外勤務経験が豊富

で、幅広い識見を持っているため、社外取

締役として独立性を保ちながら、当社の重

要事項の決定及び職務執行の監督等に充

分な役割を果たすものと考えております。

石綿　学 　 ―――

弁護士の資格を有しており、企業法務に関

する幅広い識見を持っているため、社外取

締役として独立性を保ちながら、当社の重

要事項の決定及び職務執行の監督等に充

分な役割を果たすものと考えております。



太田　道彦 　 ―――

総合商社で培ってきた国内外での幅広い知
識、経験等から、社外取締役として独立性を保
ちながら、当社の重要事項の決定及び職務執
行の監督等に充分な役割を果たすものと考

えております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査の適正性および信頼性を確保するため、会計監査人および内部監査部門が独立の立場を保持しているかを検証

すると同時に、決算期毎に会合をもち、会計監査人および内部監査部門が把握した監査重点項目等について意見交換を行っておりま

す。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

0 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

小谷野　幹雄 公認会計士

髙久　敏雄 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小谷野　幹雄 　 ―――

公認会計士として財務、会計などの企業実

務に関する十分な識見があり、監査の一層

の充実、独立性を高めるには適任者である

と考えております。



髙久　敏雄 　 ―――

税理士として財務、会計などの企業実務に

関する十分な識見があり、監査の一層の充

実、独立性を高めるには適任者であると考

えております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 1 名

その他独立役員に関する事項

―――

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、取締役の報酬と当社業績および株式価値との連動性を一層明確にし、中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲や士気を一層
高めることを目的とし、ストックオプション制度を導入しています。平成31年3月31日現在で当社役員が保有する新株予約権の数は、2,750個（新株
予約権1個につき100株）です。

その内訳は、2010年９月発行新株予約権(株式報酬型ストックオプション) 124個、2011年9月発行新株予約権(株式報酬型ストックオプション) 115

個、2012年9月発行新株予約権(株式報酬型ストックオプション) 121個、第5回新株予約権 210個、2013年9月発行新株予約権(株式報酬型ストック

オプション) 94個、第6回新株予約権 210個、2014年9月発行新株予約権(株式報酬型ストックオプション)121個、第7回新株予約権 210個、2015年9

月発行新株予約権(株式報酬型ストックオプション) 88個、第8回新株予約権 300個、2016年9月発行新株予約権(株式報酬型ストックオプション)

141個、第9回新株予約権 300個、2017年9月発行新株予約権(株式報酬型ストックオプション)107個、2018年9月発行新株予約権(株式報酬型ス

トックオプション) 129個、第11回新株予約権 300個、2019年9月発行新株予約権(株式報酬型ストックオプション)180個です。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

当社は、業績向上と企業価値向上への貢献意欲や社員の士気を一層付高めることを目的として、取締役および従業員に対してストッ

クオプション制度を導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

（2020年3月期） 当社の取締役及び監査役に支払った報酬は、取締役2名に対し95百万円、監査役1名に対し7百万円、社外役員5名に対し24百

万円であります。この報酬金額には使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含まれておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

なし

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

―――

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

取締役会の招集については、業務受託したグループ会社のグループ会計本部が事前の資料配布及び説明を行います。取締役会の出席だけでは
なく、随時、経営会議または営業会議等への出席または議事録の閲覧ができるようにするなど、第三者的立場から厳正・公正な監視機能が働くよ
うサポートしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は2015年10月1日より純粋持株会社体制に移行しました。持株会社の傘下には、6社の中核子会社（グループ内子会社群を機能別にグルー
ピングしたチームのヘッドクォーターとしてチーム内のその他子会社に関する管理責任と権限を有する）を配置し、グループシナジーの醸成とグ



ループガバナンスの強化を果たす体制を採用しております。

（１）取締役会と執行役員制度

2020年7月1日現在、取締役会は取締役5 名（うち社外取締役3 名）で構成されており、経営の管理・監督と業務執行の明確な分離及び迅速な意

思決定と責任の明確化を推し進めるべく、執行役員制度を導入しております。なお執行役員には、グループガバナンス強化の観点より、中核子会
社の執行権限と、責任を担う中核子会社社長を中心に選任しております。経営の基本方針に関する重要事項を検討する機関といたしましては、
取締役及び執行役員が構成メンバーになっている「グループ経営会議」を定期的に開催しております。なお、取締役の任期につきましては1年と
し、経営責任をより明確にしております。

（２）監査役会

当社は、監査役会設置会社であります。監査役会は、社外監査役2 名（財務、税務の専門家）と１名の常勤監査役が、それぞれの立場から取締役

を監視・監査しております。また、内部監査室と毎月報告会を開催し、相互連携を図っております。会計監査は、有限責任監査法人トーマツが会計
監査業務を担っております。内部監査室、監査役及び会計監査人は、それぞれの間で定期的な連絡会を開催して報告を受けるなど連携を密に
し、監査の有効性と効率性の向上に努めております。

（３）ガバナンス委員会

グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に重要な事項について、実効性のある議論を行う場として、代表取締役と独立社外取締役
及び独立社外監査役で構成される諮問機関として設置しております。

（４）コンプライアンス委員会

各会社に設置しているコンプライアンス推進機関を総括的に管理し、各社状況の確認と指導、並びに各会社で発生する事例を共有することで、グ
ループ全体として更なるコンプライアンスの推進を担うことを目的として設置しております。

（５）アドバイザリーボード

当社グループの中期ビジョン達成に向けての経営課題、コーポレート・ガバナンス、当社グループが解決していきたい社会的課題への取り組みや
その方向性について、幅広い見識を持つ社外の有識者から意見を得ることを目的として設置しております。

（６）その他機関

さらに、取締役会に付議する重要事項を精査・検討する機関として各種検討会（資産管理検討会、投資検討会、人事・報酬検討会、グループシナ
ジー検討会）、グループ内関係会社の業務・内部統制監査を担う「内部監査室」を設置し、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。

（７）会計監査の状況

会計監査の状況としては、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しております。

・業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名

　鈴木　努 　有限責任監査法人トーマツ

　外賀　友明 　 有限責任監査法人トーマツ

・監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　5名

　会計士試験合格者等 2名

　その他　14名

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、企業の経営環境が大きく変化し、従来型の経営手法ではグローバル化した環境変化には対応できない中で継続的に企業価値を高めて
いくためには、コーポレート・ガバナンスが重要な経営課題であり、また、企業活動を牽制する仕組みであると認識しております。

このような中、当社の取締役会は従前から、5 名の取締役中3 名が社外取締役、また監査役会は3 名の監査役中2 名が社外監査役で構成されて

おり、又社外取締役を含めた構成で「資産管理」「投資」「人事・報酬」に関する3 つの検討会を開催し、取締役会に適宜報告する体制をとっており

ました。

これらとは別に、「ガバナンス委員会」「アドバイザリーボード」を設置することにより、社外取締役や社外監査役、社外有識者から、中長期的な経
営課題やコーポレート・ガバナンス、社会的課題に対する複眼的な意見を得ることができます。また「コンプライアンス委員会」を設置することで、こ
れまで以上にコンプライアンスの推進を図ることができ、「グループシナジー検討会」を設置することで、グループシナジーの更なる醸成を促すこと
ができる体制となりました。

以上の体制により、コーポレート・ガバナンスの充実が図られ、公正且つ透明性が高い企業経営を実践できるものと考えております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 定められた発送期限より、おおむね1週間前に発送するようにしております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページに「情報開示方針」など、ディスクロージャーポリシーの内容
の詳細について掲載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 証券会社、新聞社主催の個人投資家向け説明会に参加しております。 なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

中間、期末の決算発表後、決算説明会を開催しております（代表者参

加）。また、各四半期決算発表後随時IR担当者が、訪問・電話等による

説明を行なっております。

あり

IR資料のホームページ掲載
ホームページ（http://www.xebio.co.jp/）内にＩＲサイトを設置しておりま

す。

IRに関する部署（担当者）の設置
当社グループのIR活動は、グループ財務担当執行役員を責任者とし、同執行
役員が取締役を務めるグループ会社のグループ会計本部が、同執行役員指
示のもと担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

効果的で一貫性のある情報開示を組織的に展開するための活動方針及びその仕組み

について、ディスクロージャー規程として定め、2007年9月より施行しております。全従業

員への意識の浸透を通じ、積極的且つ効果的な情報開示や説明責任を果たしていくこと

で、ステークホルダーの皆様との信頼関係を構築し、市場評価にもとづく適正な株価の

形成、および企業価値の向上につなげてまいります。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
スポーツイベントの主催や産学連携市民講座の開催、地球温暖化防止に向けた店舗内

省エネ活動の促進等のＣＳＲ活動を行っております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様から正しい理解と信頼を得

るため、正確な企業情報を適時かつ速やかにお伝えすることを基本方針としており、そ

の詳細を当社ホームページ上にて開示しております。

【当社情報開示方針について】http://www.xebio.co.jp/ja/ir/disclosure.html



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当会社の業務の適正を確保する為の体制（以下「内部統制」という）を整備・運用し
ております。

１ 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

(1)取締役及びすべての使用人が法定・定款および社是を遵守した行動をとるため、「行動規範」をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規程
を制定し、企業倫理の確立及び法令遵守の徹底を図っております。

(2)代表取締役はグループ業務管理担当の執行役員をコンプライアンス委員会の委員長に任命し、コンプライアンスの取り組みを横断的に統括す
る機関を設けるとともに、全ての使用人への周知徹底を図っております。

(3)監査役及び内部監査室は、関連部署と連携の上、コンプライアンスの状況を監査し、これらの活動状況を定期的に取締役会及び監査役会で報
告しております。

(4)法令もしくは定款上疑義のある行為等について使用人が告発しても、当該使用人に不利益な扱いを行わない旨等を規定する「内部通報に関す
る規程」を制定するとともに、相談窓口（コールセンター）を設けております。

２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

(1)文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下、文書等という）に記録し保存しております。

(2)文書管理規程により、前項の文書等は、取締役および監査役に対し常時閲覧可能としております。

３ 損失の危機の管理に関する規程その他の体制

(1)コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に関するリスク管理については、各々「コンプライアンス規程」「危機管理規程」「情報セ
キュリティ管理規程」を制定しております。

(2)ガバナンス体制及びリスク管理体制の強化を目的としてグループ業務管理担当の執行役員を配置し、リスク管理体制の充実・強化を進めてお
ります。

(3)当社各部門においては、関連する規程に基づきガイドラインの制定、マニュアルの作成・配布等を行い、リスク管理体制を確立しております。

(4)経営危機発生等の有事の際には、危機管理対策本部の立ち上げによる迅速かつ的確な対応を行う体制を整備している他、平時は、内部監査
室が各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を定期的に取締役会および監査役会で報告しております。

４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)取締役会による中期経営計画の策定や経営指標の策定を行うとともに、中期経営計画に基づく事業部門ごとの業績目標と予算の設定を行い、
取締役・執行役員を構成員とする経営会議及び取締役会において、ＩＴを活用した月次業績のレビューの実施を行っております。

(2)グループに共通する経理、人事管理、法務等の間接業務については、専門の子会社がその業務を担当し効率化を図るとともに、順次グループ
各社の会計システムの共通化を進めております。

５ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)グループ各社における業務の適正を確保するため「関係会社管理規程」を整備するとともに、子会社管理のグループ業務管理担当の執行役員
の統括の下、子会社に対する適切な管理を行い、グループ各社は業績、財務状況その他の重要事項について、当社に都度報告する体制となって
おります。

(2)「関係会社管理規程」に基づき、グループ各社に対しては当社のリスク管理体制に準じた自律的なリスク管理体制を構築させるとともに、役員
の派遣を通じて組織的な管理体制を強化しております。

(3)グループ各社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、事業内容や規模等に応じて執行役員制度の導入を認めるなど、グループ経営の適正
かつ効率的な運用を図っております。

(4)当社取締役、執行役員及びグループ各社の代表取締役社長は、各担当、各会社の業務執行の適正を確保する内部統制の確立と運用の権限
と責任を有することを認識し、グループ各社全体の業務適正化のために積極的に取組んでおります。

(5)内部監査室は、定期または不定期にグループ各社の業務監査及び内部統制監査を実施し、その結果を当社取締役会及び連結監査役会で報
告しております。

６ 監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

(1)監査役は、内部監査室所属の職員に監査業務に必要な事項を命令できるものとし、命令を受けた職員は監査役の指示に従いその職務を行う
ものとします。

(2)監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員は、その命令に関して、取締役、内部監査室長等の指揮命令を受けないものとします。

７ 取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制

(1)当社の取締役及び使用人、並びにグループ会社の取締役、その他使用人等またはこれらの者から報告を受けた者は、監査役に対して、法定
の事項に加え、当社および当社グループに重大な影響を及ぼす事項及び不正行為や定款違反事項、リスク管理に関する重要な事項、その他コン
プライアンス上重要な事項を報告しております。

(2)報告の方法(報告者、報告受領者、報告時期等）については、当該報告者と監査役の協議により決定しております。

(3)定期的に開催する連結監査役会において、グループ会社の監査結果が内部監査スタッフ及び子会社の監査役から報告されています。

(4)グループに共通する内部通報に関する窓口である総務部門は、当社及びグループ会社に重大な影響を及ぼす恐れのある事項について、通報
者の匿名性に必要な処置をした上で、定期的に当社取締役、監査役に報告しております。

(5)監査役への報告を行った当社グループの役員及び使用人に対して、そのことを理由に不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グルー
プの役員及び使用人に周知徹底しております。

(6)監査役の職務の執行に係る費用については、監査役の年度監査計画に応じた費用を予算化しており、緊急の費用等についても、監査役の求
めに応じた適正な支出を可能としております。

８ その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)取締役及び重要な各使用人への個別ヒヤリングの機会を持つとともに、重要な会議への出席を可能としています。

(2)代表取締役社長、監査法人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力を排除することが、企業の社会的責任であることを認識し、全従業員が守らなければならない指針として「ゼビオ

グループ行動規範」を定め、その中で反社会的勢力との関係断絶を項目として掲げ取組んでおり、その整備状況は次のとおりです。

・当社は、反社会的勢力の排除に向けて、「危機管理マニュアル」で具体的対応策を規定するとともに、全店長会議等、研修の機会を

通じ不当要求への対応教育を実施しております。

・反社会的勢力への対応に関する連携機関として、警察、暴力追放センター、弁護士等との協力のもと、不当要求に関する情報収集を

行っております。



・不当要求防止責任者講習会への参加を推奨し、本社、営業店舗、エリア単位での反社会的勢力の排除に向けた組織体制を構築し

ております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

ゼビオホールディングス株式会社（以下「当社という」）は、株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様から正しい理解と信頼を得るため、
正確な企業情報を適時かつ速やかにお伝えすることを基本方針としております。

１．情報開示基準

当社は、金融商品取引法等、その他の関連法令および東京証券取引所の定める「適時開示規則」に従い、透明性、公平性、継続性を基本とした
迅速な情報開示を行います。また、「適時開示規則」に準拠しない情報につきましても、ステークホルダーの皆様に当社をご理解いただくために必
要または有用と思われる場合は、適時かつ積極的な情報開示に努めます。

２．情報開示方法

適時開示規則が定める重要事実に該当する情報の開示は、同規則に従い東京証券取引所への事前説明後、同取引所の提供する適時開示情報
伝達システム（以下「TDnetという」）を通じて公開しています。同時に、報道機関に同一情報を提供し、当社ウェブサイト上にも遅滞なく同一資料を
掲載いたします。また、会社法関係諸法令および適時開示規則に該当しない情報についても、適時開示の趣旨を踏まえた適切な方法により、当
該情報が正確かつ公平にステークホルダーの皆様に伝達されるよう配慮しております。

３．情報開示資料

制度的開示資料：決算短信、決算公告、有価証券報告書、四半期報告書

自主的開示資料：決算説明資料、事業報告書、プレスリリース、月次売上高情報

４．将来の見通しに関して

当社では、東京証券取引所に提出する収益予想に加えて、株主・投資家や証券アナリストの皆様に対し、業績見通しに関する情報を提供する場
合があります。

また、当社の発行する書面、資料、ウェブサイト掲載内容、決算説明会やアナリストミーティング等における質疑応答時には、計画、見通し、戦略
などが含まれる場合があります。それらの情報は、作成時点で入手可能な情報に基づいたもので、当社の業績、企業価値等の検討については、
全面的に依拠されることは控えて頂けるようお願い致します。

実際の業績は、様々な不確定要素が内在しておりますので、これら見通しと異なる場合があることをご承知おきください。

５．沈黙期間について

当社は、決算情報の漏洩を防ぎ公平性を確保するため、各四半期の決算期日の翌日から決算発表日までを沈黙期間とさせていただいておりま
す。この期間は、決算に関連するコメント、ご質問に関する回答は差し控えさせていただきます。ただし、すでに公表されている情報に関する問い
合わせについては、この限りではありません。

尚、沈黙期間中に業績予想が大きく外れる見込みが出てきた場合には、適時開示規則に従い、適宜公表することとしております。




